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昨
年
10
月
、「
厚
生
年
金
の
支
給
開
始
年
齢
に

つ
い
て
68
歳
～
70
歳
を
視
野
に
検
討
」
と
い
う
ニ

ュ
ー
ス
が
流
れ
、
話
題
と
な
り
ま
し
た
。
年
金
は

定
年
退
職
後
の
生
活
を
支
え
る
大
き
な
柱
で
す
。

そ
の
支
給
開
始
年
齢
が
引
き
上
げ
ら
れ
れ
ば
、
ラ

イ
フ
プ
ラ
ン
に
も
多
大
な
影
響
を
与
え
ま
す
。
こ

の
と
き
は
一
旦
、
引
き
上
げ
案
は
取
り
下
げ
ら
れ

ま
し
た
が
、
世
界
一
の
ス
ピ
ー
ド
で
進
む
少
子
高

齢
化
の
状
況
を
鑑
み
れ
ば
、
法
案
と
し
て
取
り
上

げ
ら
れ
る
こ
と
は
必
至
で
す
。
そ
こ
で
支
給
開
始

年
齢
と
関
連
し
て
、
再
任
用
の
現
状
と
65
歳
定
年

制
の
動
き
に
つ
い
て
調
べ
て
み
ま
し
た
。

年
金
の
支
給
開
始
年
齢
と

再
任
用
に
関
す
る
動
き

共
済
年
金
は
大
き
く
定
額
部
分
と
報
酬
比
例
部

分
か
ら
構
成
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
こ
の
う
ち
定
額

部
分
に
つ
い
て
は
平
成
13
（
2
0
0
1
）
年
か
ら
、

報
酬
比
例
部
分
に
つ
い
て
は
平
成
25
（
2
0
1
3
）

年
か
ら
支
給
開
始
年
齢
が
引
き
上
げ
ら
れ
ま
す

（
図
─
１
）。

こ
れ
に
と
も
な
い
、
国
家
公
務
員
に
お
い
て
は

平
成
13
（
2
0
0
1
）
年
よ
り
再
任
用
制
度
が
施

行
さ
れ
て
い
ま
す
。

【
平
成
13
（
2
0
0
1
）
年
度
】

・
共
済
年
金
の
定
額
部
分
を
段
階
的
に
60
歳
か
ら

65
歳
に
引
上
げ
開
始
（
平
成
25
年
度
ま
で
）

・
国
家
公
務
員
に
お
け
る
再
任
用
制
度
の
施
行

【
平
成
25
（
2
0
1
3
）
年
度
】

・
共
済
年
金
の
報
酬
比
例
部
分
を
段
階
的
に
60
歳

か
ら
65
歳
に
引
上
げ
開
始（
平
成
37
年
度
ま
で
）

再
任
用
制
度
は
、
満
額
年
金
の
支
給
開
始
年

齢
の
引
上
げ
に
対
応
し
て
設
け
ら
れ
ま
し
た
。
そ

の
目
的
は
雇
用
と
年
金
の
連
携
を
図
る
と
と
も
に
、

長
年
培
っ
た
能
力
、
経
験
を
有
効
に
発
揮
で
き
る

よ
う
に
す
る
こ
と
で
す
。

な
お
、
国
家
公
務
員
の
再
任
用
制
度
の
概
要
は

地
方
公
務
員
の
再
任
用
の
現
状
と

65
歳
定
年
制
への
動
き
に
つい
て次

の
と
お
り
で
す
。

【
対
象
者
】「
定
年
退
職
者
」「
勤
務
延
長
後
に
退

職
し
た
者
」
等

【
任
用
の
方
法
】
１
年
以
内

【
任
期
の
更
新
】
更
新
直
前
の
任
期
に
お
け
る
勤

務
実
績
が
良
好
で
あ
る
場
合
に
、
あ
ら
か
じ
め

本
人
の
同
意
を
得
た
上
で
１
年
以
内
で
可
能

【
任
期
の
末
日
】
退
職
共
済
年
金
の
支
給
開
始
年

齢
の
段
階
的
引
き
上
げ
に
あ
わ
せ
65
歳
に
向
け

て
段
階
的
に
引
き
上
げ

【
勤
務
時
間
】「
フ
ル
タ
イ
ム
勤
務
（
週
40
時
間
）」

ま
た
は
「
短
時
間
勤
務
（
週
16
時
間
か
ら
32
時

間
）」

【
俸
給
月
額
】
各
級
ご
と
に
設
定
し
た
俸
給
月
額

（
短
時
間
勤
務
職
員
に
つ
い
て
は
、
40
時
間
に

対
す
る
１
週
間
当
た
り
の
勤
務
時
間
の
割
合
を

乗
じ
て
得
た
額
）

【
昇
給
制
度
】
な
し

地
方
自
治
体
に
お
い
て
は
そ
れ
ぞ
れ
条
例
で
定
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め
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
た
め
、
再
任
用
制
度
を

設
け
て
い
な
い
と
こ
ろ
も
あ
り
ま
す
。
た
だ
し
、
国

の
動
き
を
受
け
て
、
地
方
自
治
体
に
お
い
て
も
再

任
用
制
度
を
設
け
る
と
こ
ろ
が
多
く
な
っ
て
い
ま

す
。と

こ
ろ
で
、
定
年
退
職
後
の
再
就
職
を
表
す
言

葉
と
し
て
同
じ
よ
う
な
意
味
で
使
わ
れ
る
再
任
用

と
再
雇
用
に
は
、
ど
の
よ
う
な
違
い
が
あ
る
の
で

し
ょ
う
か
。

【
再
任
用
】
地
方
自
治
法
「
第
28
条
の
４
」「
第

28
条
の
５
」
に
則
っ
て
定
年
退
職
者
等
を
再
任

用
す
る
こ
と
。

【
再
雇
用
】
再
任
用
制
度
が
導
入
さ
れ
る
以
前
、

定
年
退
職
者
を
臨
時
職
員
や
非
常
勤
嘱
託
な
ど

で
雇
用
す
る
際
に
使
わ
れ
て
い
た
言
葉
。

つ
ま
り
、
再
任
用
は
法
律
に
も
と
づ
き
設
け
ら

れ
て
い
る
制
度
で
す
。
こ
の
再
任
用
制
度
に
よ
る

任
期
の
上
限
は
、
年
金
の
定
額
部
分
の
支
給
開
始

年
齢
引
き
上
げ
に
合
わ
せ
段
階
的
に
引
き
上
げ
ら

れ
て
お
り
、
現
在
は
定
年
後
64
歳
ま
で
再
任
用
が

可
能
と
な
っ
て
い
ま
す
。
定
額
部
分
の
支
給
開
始

年
齢
が
65
歳
と
な
る
平
成
25
（
2
0
1
3
）
年
度

か
ら
は
、65
歳
ま
で
の
再
任
用
が
可
能
と
な
り
ま
す
。

地
方
自
治
体
の
再
任
用
の
現
状
は
？

再
任
用
制
度
に
つ
い
て
、
各
地
方
自
治
体
で
は

ど
の
よ
う
な
状
況
な
の
で
し
ょ
う
か
。
デ
ー
タ
を
も

と
に
見
て
い
き
ま
し
ょ
う
。

ま
ず
、
図
─
２
は
団
体
規
模
別
に
見
た
「
再
任

用
の
条
例
制
定
と
実
施
状
況
」
で
す
。
再
任
用
制

度
の
実
施
に
あ
た
っ
て
は
、
条
例
の
制
定
が
必
要

と
な
り
ま
す
。
そ
の
条
例
制
定
に
つ
い
て
、
都
道

府
県
、
政
令
指
定
都
市
で
は
い
ず
れ
も
1
0
0
％

報酬比例部分
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総務省「平成22年度　地方公務員の再任用実施状況等調査」
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図─1　年金の支給開始年齢の引上げスケジュール

図─2　再任用制度の条例制定と実施状況
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で
す
が
、
市
・
特
別
区
、
町
村
で
は
９
割
程
度
、

一
部
事
務
組
合
で
は
６
割
程
度
に
と
ど
ま
っ
て
い

ま
す
。
実
施
団
体
数
に
つ
い
て
は
さ
ら
に
少
な
く
、

市
・
特
別
区
で
は
５
割
以
下
、
町
村
・
一
部
事
務

組
合
で
は
１
割
程
度
と
な
っ
て
い
ま
す
。

再
任
用
の
条
例
を
制
定
し
て
い
な
か
っ
た
り
、

制
度
を
実
施
し
て
い
な
い
理
由
に
つ
い
て
は
、
図

─
３
に
示
し
て
い
ま
す
。
市
、
町
村
と
も
に
、
も

っ
と
も
多
い
理
由
は
「
新
規
採
用
等
優
先
の
た
め
」

で
す
が
、
そ
れ
以
外
に
つ
い
て
市
で
は
「
他
の
制

度
で
対
応
し
た
た
め
」
が
多
い
の
に
対
し
、
町
村

で
は
「
ニ
ー
ズ
が
な
い
た
め
」
や
「
応
募
者
な
し

の
た
め
」「
定
年
退
職
者
が
な
か
っ
た
た
め
」
が
比

較
的
多
く
な
っ
て
い
ま
す
。

（％）

50.9
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26.7

29.1
25.8
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5

総務省「平成21年度　地方公務員の再任用及び退職状況等に関する追加調査」

■未実施団体の未実施理由（複数回答）

■条例未制定団体の未制定理由（複数回答）
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図─3　市・町村の再任用に関する条例未制定と制度未実施の理由

図─4　再任用制度実施団体の
常時勤務と短時間勤務の割合
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再
任
用
制
度
の
中
身
に
つ
い
て
、
地
方
自
治
体

ご
と
の
違
い
は
あ
る
の
で
し
ょ
う
か
。
図
─
４
は

再
任
用
制
度
を
実
施
し
て
い
る
市
・
特
別
区
と
町

村
で
常
時
勤
務
と
短
時
間
勤
務
の
い
ず
れ
を
行
っ

て
い
る
か
調
べ
た
も
の
で
す
。
こ
れ
に
よ
る
と
、市
・

特
別
区
で
は
「
短
時
間
勤
務
の
み
」
で
実
施
し
て

い
る
団
体
が
多
い
の
に
対
し
、
町
村
に
お
い
て
は

「
常
時
勤
務
の
み
」
で
実
施
し
て
い
る
団
体
が
半

数
以
上
と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
の
よ
う
な
勤
務
時

間
以
外
に
も
、
再
任
用
の
任
期
を
１
年
単
位
で
は

な
く
半
年
単
位
と
し
て
い
る
団
体
や
、
再
任
用
の

対
象
を
定
年
退
職
者
以
外
に
も
広
げ
て
い
る
団
体

な
ど
、
地
方
自
治
体
に
よ
る
違
い
も
見
ら
れ
る
よ

う
で
す
。

図
─
５
は
常
時
勤
務
と
短
時
間
勤
務
に
お
け

る
、
職
種
別
の
採
用
状
況
を
示
し
た
グ
ラ
フ
で
す
。

常
時
勤
務
の
う
ち
も
っ
と
も
多
い
の
が
教
育
職
で

約
４
割
を
占
め
て
い
ま
す
。
一
方
、
短
時
間
勤
務

で
は
一
般
行
政
職
が
４
割
以
上
を
占
め
て
い
ま
す
。

グ
ラ
フ
に
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
再
任
用
職
員
数
全

体
に
占
め
る
一
般
行
政
職
の
割
合
が
高
い
こ
と
を

考
え
る
と
、
教
育
職
で
は
短
時
間
勤
務
で
は
な
く
、

常
時
勤
務
職
員
と
し
て
採
用
さ
れ
て
い
る
比
率
が

高
い
傾
向
に
あ
り
ま
す
。

図
─
６
は
平
成
21
年
度
に
定
年
退
職
者
を
迎

え
た
方
の
再
就
職
に
関
す
る
調
査
結
果
で
す
。
定

年
退
職
後
の
状
況
に
つ
い
て
把
握
で
き
た
方
の
う

ち
、
都
道
府
県
、
政
令
指
定
都
市
、
市
・
特
別
区
、

一
部
事
務
組
合
で
は
い
ず
れ
も
、
短
時
間
勤
務
で

の
再
任
用
が
も
っ
と
も
多
く
な
っ
て
い
ま
す
。

65
歳
定
年
制
に
向
け
た
動
き

こ
こ
ま
で
再
任
用
の
現
況
に
つ
い
て
見
て
き
ま
し

た
が
、
一
方
、
65
歳
定
年
制
に
つ
い
て
は
ど
の
よ
う

な
動
き
が
あ
る
の
で
し
ょ
う
か
。
国
家
公
務
員
に
お

い
て
は
、
昨
年
９
月
、
人
事
院
か
ら
「
定
年
を
段

階
的
に
65
歳
に
引
き
上
げ
る
た
め
の
国
家
公
務
員

法
等
の
改
正
に
つ
い
て
の
意
見
の
申
出
」
が
提
出
さ

れ
て
い
ま
す
の
で
、そ
の
ポ
イ
ン
ト
を
ご
紹
介
し
ま
す
。

【
段
階
的
な
定
年
の
引
上
げ
】

─
平
成
37
（
2
0
2
5
）
年
度
に
は
65
歳
定
年

平
成
25
（
2
0
1
3
）
年
度
か
ら
３
年
に
１

歳
ず
つ
段
階
的
に
定
年
を
引
き
上
げ
、
平
成
37

（
2
0
2
5
）
年
度
に
は
65
歳
定
年
と
す
る
。
定

年
の
引
上
げ
期
間
中
は
、
再
任
用
制
度
の
活
用
拡

大
を
通
じ
て
年
金
が
満
額
支
給
さ
れ
る
65
歳
ま
で

の
雇
用
確
保
を
図
る
。

総務省「平成22年度　地方公務員の再任用実施状況等調査」

常時
勤務職員
10,860人

短時間
勤務職員
40,867人

一般行政職
44.0％

税務職 4.1％
福祉職 2.9％
医療職 2.6％
消防職 1.8％

海事職 0.0％
警察職 0.5％

研究職 0.7％
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図─5　再任用制度の職種別採用状況

図─6　平成21年度の定年退職者の再就職に関する調査
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【
60
歳
を
超
え
る
職
員
の
給
与
制
度
の
設
計
】

─
60
歳
前
の
70
％

60
歳
を
超
え
る
職
員
の
給
与
は
、
60
歳
前
と
同

じ
職
務
を
行
う
場
合
で
も
、
そ
の
年
間
給
与
を
60

歳
前
の
70
％
に
設
定
し
、
給
与
制
度
の
設
計
を
行

う
。
こ
れ
は
、
60
歳
台
前
半
層
の
民
間
企
業
従
業

員
の
年
間
所
得
（
給
与
、
在
職
老
齢
年
金
、
高

年
齢
雇
用
継
続
基
本
給
付
金
）
が
50
歳
台
後
半

層
の
年
間
給
与
の
約
70
％
で
あ
る
こ
と
を
踏
ま
え

た
も
の
で
あ
る
。

な
お
、
60
歳
で
役
職
定
年
と
な
っ
た
場
合
、
役

職
手
当
が
な
く
な
る
た
め
、
実
質
的
に
は
さ
ら
な

る
収
入
減
に
な
る
。

【
組
織
活
力
の
維
持
の
た
め
の
方
策
】

①
役
職
定
年
制
の
導
入

能
力
・
実
績
に
も
と
づ
く
人
事
管
理
が
徹
底
さ

れ
る
ま
で
の
措
置
と
し
て
、
本
府
省
の
局
長
・
部

長
・
課
長
等
の
一
定
の
範
囲
の
管
理
職
が
現
行
の

定
年
で
あ
る
60
歳
に
達
し
た
場
合
に
他
の
官
職
に

異
動
さ
せ
る
。

②
短
時
間
勤
務
制
の
導
入

短
時
間
勤
務
を
希
望
す
る
職
員
を
短
時
間
勤
務

ポ
ス
ト
に
異
動
さ
せ
る
こ
と
を
可
能
と
す
る
。
こ

れ
に
よ
り
若
年
層
の
新
規
採
用
や
職
員
の
昇
進
を

で
き
る
だ
け
確
保
す
る
。

③
能
力
・
実
績
に
も
と
づ
く
人
事
管
理
の
徹
底
と

職
員
の
キ
ャ
リ
ア
支
援

短
期
間
で
頻
繁
に
異
動
さ
せ
る
人
事
運
用
を
見

直
し
、能
力
・
実
績
に
基
づ
く
人
事
管
理
の
徹
底
、

職
員
の
能
力
を
伸
ば
す
多
様
な
経
験
の
機
会
拡
充

な
ど
の
措
置
を
講
じ
る
必
要
が
あ
る
。

65
歳
定
年
制
に
つ
い
て
は
、
現
在
の
再
任
用
制

度
と
の
相
違
点
と
あ
わ
せ
、
退
職
手
当
や
給
与
の

制
度
設
計
な
ど
、
今
後
の
動
向
が
気
に
な
る
と
こ

ろ
で
す
。

（
協
会
職
員
／
篠
田
良
子
）

再任用制度 65歳定年制

60歳時点
での選考 あり なし

任期
１年以内（以
後65歳まで更
新あり）

65歳まで

勤務時間
「常時勤務」ま
たは「短時間
勤務」

「常時勤務」ま
たは「短時間
勤務」？

給与 再任用時点で
再設定

60歳前の
70％？

民間企業では、平成16（2004）年に高年
齢者等の雇用の安定等に関する法律（高年齢者
雇用安定法）が改正され、65歳までの雇用確
保が義務づけられました。雇用確保年齢は年金
の支給開始年齢の引上げスケジュールにあわせ、
平成25年（2013）年まで段階的に引き上げて
いくこととされています。

民間企業の雇用確保義務については、次の中
から企業が選択し、制度を定めることになって
います。

（1）定年制を廃止する
（2）定年年齢を引き上げる
（3）継続雇用制度を導入する

①勤務延長制度…定年年齢で退職せずに勤
務を延長する制度。

②再雇用制度…定年年齢で退職した後、再
度雇用して雇用を継続する制度。一度退職
するため、賃金等の労働条件が見直される。

この中で、多くの企業で採用しているのが継
続雇用制度の「再雇用制度」です。その背景には、
定年前の給与水準を維持できないという、企業
側の事情があります。実際、再雇用の際の賃金
見直しにより、給与水準は定年前の3割～6割
程度となっています。継続雇用制度は健康上に
支障がないことや定年前の勤務評価などによる
条件を満たした場合にのみ再雇用されるところ
がほとんどです。

厚生労働省が発表した平成23年「高年齢者
の雇用状況」集計結果によると、希望者全員
が65歳まで働ける企業の割合は47.9％。過去1
年間に定年を迎えた43万5,000人のうち、継続
雇用された人は73.6％、継続雇用を希望しなか
った人は24.6％、基準に該当せず離職した人は
1.8％となっています。

民間企業の高齢者雇用は
どうなっている？コラム


